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1.  22年1月期の業績（平成21年2月1日～平成22年1月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年1月期 8,606 △11.6 254 △9.0 287 △9.6 153 △7.1

21年1月期 9,735 △7.5 280 65.8 318 54.8 165 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年1月期 37.54 ― 3.5 4.4 3.0
21年1月期 40.41 ― 3.8 4.7 2.9

（参考） 持分法投資損益 22年1月期  ―百万円 21年1月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年1月期 6,616 4,419 66.8 1,078.64
21年1月期 6,512 4,300 66.0 1,049.57

（参考） 自己資本   22年1月期  4,419百万円 21年1月期  4,300百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年1月期 157 △68 △109 1,615
21年1月期 853 △234 △155 1,635

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年1月期 ― 0.00 ― 12.50 12.50 51 30.9 1.2
22年1月期 ― 0.00 ― 12.50 12.50 51 33.3 1.2

23年1月期 
（予想）

― 0.00 ― 12.50 12.50 32.4

3.  23年1月期の業績予想（平成22年2月1日～平成23年1月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

4,230 26.2 123 355.6 138 228.6 75 240.9 18.31

通期 9,000 4.6 261 2.8 291 1.4 158 3.3 38.56

－ 1 －



4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

(注) 詳細は、20頁「重要な会計方針の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年1月期 4,098,000株 21年1月期 4,098,000株

② 期末自己株式数 22年1月期  796株 21年1月期  796株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

1. 平成21年３月31日に公表いたしました業績予想のうち、通期について修正しております。修正についての具体的な内容は、「業績予想に関する定性的情
報」や本日別途公表の業績予想の修正に係る適時開示資料をご覧下さい。 
2. 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素
を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により上記予想数値と異なる場合があります。 
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当期におけるわが国経済は、在庫調整の一巡や、一連の経済対策の効果により、生産の一部に持ち

直しの動きが見られたものの、円高による企業業績への影響、雇用情勢や所得環境の悪化、加えて個

人消費の低迷など、内需は弱含んだ状態が続き、景気は依然として厳しい状況で推移いたしました。

建設業界におきましては、公共投資の前倒し執行や景気対策として打ち出された補正予算の影響等

により、公共建設投資は比較的堅調に推移いたしました。しかし、住宅・不動産市場の低迷や企業の

投資意欲の冷え込みなどから、民間投資は著しく落ち込み、受注競争が一段と熾烈さを増すなどさら

に厳しい経営環境となりました。 

このような状況のなかで、当社は、受注獲得に向けて関東地区の営業力強化のため人員を増加する

など、事業体制の再構築を実施いたしました。一方、主力事業のほかかねてより事業推進しておりま

した、耐震補強関連工事であります液状化防止の地盤改良工事、傾いた建物の矯正工事、地中連続壁

のTRD工事などに営業力を集中させ、当社として競争力のある工事として営業展開してまいりまし

た。 

また、技術面では新工法の開発のための工法認定の作業、従来の工法を発展させた事業展開、耐震

補強工事をさらに進化させた工法事業にも力を注ぐ施策を推進いたしました。 

営業と施工が一体となった営業力のレベルアップを図ることにより、お客様に満足いただける高品

質のサービスの提供に取り組み、受注の確保に努めてまいりました。 

この結果、当期の業績は以下のとおりであります。受注高につきましては、84億47百万円(前期比

9.5％減)となりました。完成工事高につきましては、86億６百万円(前期比11.6％減)となりました。

利益につきましては、厳しい受注環境のなか徹底した工事原価の管理や、経費の削減に努力いたしま

した結果、営業利益は２億54百万円(前期比9.0％減)、経常利益は２億87百万円(前期比9.6％減)、当

期純利益は１億53百万円(前期比7.1％減)となりました。 

  

次期の見通しにつきましては、公共工事は政府の抜本的な公共投資の見直しが実施されることとな

り、加えて、国、地方ともに苦しい財政事情により、公共事業の受注環境は厳しい状況が続くものと

予想されます。 

当社といたしましては、特殊土木工事では引続き公共工事の元請受注に重点を置き、また、かねて

より営業しておりました耐震補強工事にも積極的な営業展開を推進してまいります。 

住宅地盤改良工事につきましては、建設資金の贈与税の軽減措置、住宅エコ補助金制度などによ

り、徐々ではありますが回復するものと思われます。 

一方、新しい事業として立ち上げました太陽光発電装置の設置事業は、個人住宅から事業会社にも

営業範囲を広げ次期の大きな営業戦略としてまいります。 

このような状況のもと、当社は引続き受注競争力、コスト競争力に力を傾注し、管理面ではコンプ

ライアンスを徹底し、企業の社会的責任を自覚した行動を総力をあげて取り組んでまいります。 

平成23年1月期の見通しといたしましては、完成工事高は90億円(前期比4.6％増)、営業利益は２億

61百万円(前期比2.8％増)、経常利益は２億91百万円(前期比1.4％増)、当期純利益は１億58百万円

(前期比3.3％増)を見込んでおります。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

② 次期の見通し
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当期における総資産の期末残高は、前期と比べ１億４百万円増加し、66億16百万円となりました。

流動資産は、前期と比べ２億３百万円増加し、44億34百万円となりました。また、固定資産は、前期

と比べ99百万円減少し、21億82百万円となりました。 

負債は、前期と比べ14百万円減少し、21億97百万円となりました。また、純資産は前期と比べ１億

19百万円増加し、44億19百万円となりました。なお自己資本比率は66.8％(前期66.0％)となりまし

た。 

当期のキャッシュ・フローの状況につきましては、現金及び現金同等物は前期末残高に比べ19百万

円減少しました。 

この結果、当期末残高は16億15百万円となりました。 

なお当期における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

  

当期において営業活動の結果得られた資金は、１億57百万円(前期８億53百万円の収入)となりま

した。この主な要因は、売上債権が増加したものの税引前当期純利益及び減価償却費などによるも

のであります。 

  

当期において投資活動の結果使用した資金は68百万円(前期２億34百万円の支出)となりました。

この主な要因は、有形固定資産の取得によるものであります。 

  

当期において財務活動の結果使用した資金は１億９百万円(前期１億55百万円の支出)となりまし

た。この主な要因は、長期借入金の返済と配当金の支払いによるものであります。 

  

当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要な経営課題のひとつと考え、さらなる事業展開に向け

て内部留保の充実にも努め、株主配当につきましては安定的に継続することを重視するとともに、業績

に応じた利益還元策を持続していくことを基本方針としております。 

以上の方針に基づき、期末配当金につきましては前期と同様普通株式1株につき12円50銭の配当を予

定しております。 

また、次期の配当につきましては、普通株式1株につき12円50銭の配当を実施することを予定してお

ります。 

  

(2) 財政状態に関する分析

① 資産、負債、純資産の状況

② キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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決算短信に記載された経営成績及び財政状態に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事

項については、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

当社は特殊土木工事、住宅地盤改良工事等の土木工事を事業としており、その受注の概ね50％が官

公庁の施工であります。そのため、当社の業績は国の整備計画等の長期計画に基づく支出に加え、財

政再建からなる財政政策の影響を受ける可能性があります。 

  

当社は積水ハウス㈱とその関連企業への売上高が完成工事高のうち40％前後となっております。こ

のことは当社が培ってきました地盤改良工事における技術力と、永年にわたる同社との信頼関係によ

るものであります。当社においては、同社への売上高の依存度は高くなっておりますが、継続的かつ

安定的な取引先として当社の業績に大きく寄与しております。 

  

当社建設現場においては安全管理に万全を期しておりますが、重大な労災事故が発生した場合、発

注者から指名停止等の処分を受け、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

(4) 事業等のリスク

① 官公庁の依存について

② 特定取引先への依存について

③ 労働災害時のリスク
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当企業集団は、当社と子会社の明和地研㈱１社であり、当社は特殊土木工事、住宅地盤改良工事の２

分野での専門業者であり、同社は地質調査業を事業内容としております。当社は、明和地研㈱に地質調

査、設計等を一部発注しており、また、明和地研㈱より地盤改良工事関係の施工を一部受注しておりま

す。 

当社は明和地研㈱の発行済株式総数の75％を保有し、同社とは今後とも密接な関係を維持することに

より、企業集団の発展を目指してまいります。  

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

2. 企業集団の状況
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当社は、創業以来「建設で拓く豊かな都市づくり」を企業理念に、主として下水道、電力、ガス、通

信などの管路敷設工事と地盤改良工事全般を手がけ、都市の基盤整理をとおして地域社会の発展に貢献

できる企業を目指してまいります。 

当社の主力としております都市土木につきましては、下水道普及率のアップ、電力、通信線の地中線

化、都市部における雨水対策等はこれからの市場であり、また地盤改良工事は、個人住宅の基礎工事を

はじめとしたさまざまな構造物の築造には不可欠な工法であります。また、最近では建物の耐震補強工

事や地震による液状化防止の工法を独自に開発し実績につなげております。 

しかしながら近年の事業環境は厳しく、公共事業投資は、国・地方ともに事業の効率化と歳出抑制に

よる支出の縮減が続いております。これらの状況のなか、当社は土木の専業者として高い技術力と収益

力を、これからも維持することを経営方針としております。 

  

競争が激化していくなか、強い企業体質を構築するうえで大切な経営姿勢として「経営の効率化と高

収益体制の維持」を経営方針の一つとして掲げ、その指標として本業での成果をあらわす営業利益率を

３％以上とすることを目標とし常に収益改善に努め、コストの縮減意識をもって企業経営に取り組んで

まいります。 

  

当社の土木事業の主力であります、推進工事を主体とした特殊土木工事と戸建工事の地盤改良工事

は、引き続き事業の中心にとらえておりますが、この延長線上にあり、かねてより事業として推進して

おりました、耐震補強関連工事の事業拡大がこれからの業績向上の要因のひとつとして考えておりま

す。  

当社の耐震補強関連工事であります、超多点注入工法は地震による液状化防止に有効な工法としてベ

イエリアを中心に増加しております。土地の不等沈下により傾いた建物の矯正工事、また、これらと関

連した、TRD工法（地中連続壁工法）は構造物の基礎壁や土留め壁として実績を上げております。これ

ら耐震補強関連工事は引き続き当社の競争力のある工種として、さらに技術力、営業力をつけ中期的な

経営戦略にしてまいります。 

また、新しい事業として太陽光発電装置の設置事業に新規参入いたします。当初は個人住宅を主体と

した設置でスタートいたしますが、個人住宅より大きな規模となります事業会社への設置もできる建設

許可も取得いたしました。この結果、個人住宅、事業会社にも設置が可能となり、今後当社の中長期的

な経営戦略となるものと期待しております。 

  

今後の経済の見通しにつきましては、依然として景気低迷が続き、雇用、所得情勢の早期回復が見込

めないことから、しばらくは厳しい状況が続くものと予想されます。 

土木建設業界におきましても、新しい政府による抜本的な公共工事の見直しが実施されるとともに、

県や市など地方公共団体におきましても財政事情の厳しさは増しており、今後、国や地方ともに公共工

事の受注環境は低調となり、厳しい経営環境が続くものと思われます。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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当社は、これら諸般の情勢を十分に認識し、不採算工事等の選別受注や原価管理の徹底により、利益

の確保に努めてまいります。また、企業の社会的責任を果たし、自然や生活環境と調和した企業活動、

IT化社会に適合した社内体制の整備に取り組んでまいります。 

また、企業間競争に打ち勝つため、新工法の開発や技術の差別化に力を注ぐとともに、引き続き社会

環境の変化や市場動向を的確にとらえ、変化に対処できる体制を確立して安定的利益確保を図り、企業

価値の向上に努めてまいります。 
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4.【財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年１月31日) 

当事業年度 
(平成22年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,947,438 1,927,911

受取手形 ※2  386,803 ※2  347,032

完成工事未収入金 1,106,580 1,442,542

未成工事支出金 783,402 737,873

原材料及び貯蔵品 11,726 10,882

前払費用 10,302 10,102

繰延税金資産 29,847 34,586

その他 ※2  24,870 24,281

貸倒引当金 △70,205 △100,476

流動資産合計 4,230,767 4,434,736

固定資産   

有形固定資産   

建物 636,585 637,469

減価償却累計額 △361,208 △378,314

建物（純額） ※1  275,377 ※1  259,154

構築物 87,293 87,579

減価償却累計額 △58,368 △60,127

構築物（純額） 28,925 27,451

機械及び装置 3,768,617 3,812,136

減価償却累計額 △3,252,640 △3,436,422

機械及び装置（純額） 515,976 375,713

車両運搬具 25,482 28,738

減価償却累計額 △20,994 △22,977

車両運搬具（純額） 4,487 5,761

工具器具・備品 44,194 44,899

減価償却累計額 △41,643 △42,447

工具器具・備品（純額） 2,550 2,451

土地 ※1  991,730 ※1  991,730

建設仮勘定 6,900 136

有形固定資産計 1,825,948 1,662,399

無形固定資産   

ソフトウエア 4,130 3,493

その他 4,515 4,515

無形固定資産計 8,646 8,009
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年１月31日) 

当事業年度 
(平成22年１月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 238,643 272,828

関係会社株式 9,000 9,000

出資金 120 60

破産債権、更生債権等 141,702 87,632

長期前払費用 5,501 6,200

繰延税金資産 72,437 73,472

会員権 157,390 157,390

保険積立金 24,887 28,536

その他 19,828 45,098

貸倒引当金 △222,507 △168,437

投資その他の資産計 447,004 511,782

固定資産合計 2,281,599 2,182,192

資産合計 6,512,366 6,616,929

負債の部   

流動負債   

支払手形 614,470 637,527

工事未払金 561,964 635,200

1年内返済予定の長期借入金 ※1  140,326 ※1  116,758

未払金 62,226 21,767

未払費用 95,533 88,100

未払法人税等 49,317 69,750

未成工事受入金 268,740 203,963

預り金 45,426 45,341

賞与引当金 33,069 33,783

役員賞与引当金 27,400 25,388

設備関係支払手形 2,205 7,507

流動負債合計 1,900,678 1,885,089

固定負債   

長期借入金 ※1  119,207 ※1  84,323

退職給付引当金 104,361 140,779

役員退職慰労引当金 87,810 87,340

固定負債合計 311,378 312,442

負債合計 2,212,057 2,197,531
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年１月31日) 

当事業年度 
(平成22年１月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 456,300 456,300

資本剰余金   

資本準備金 340,700 340,700

資本剰余金合計 340,700 340,700

利益剰余金   

利益準備金 114,075 114,075

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金 9,682 9,682

別途積立金 3,230,000 3,230,000

繰越利益剰余金 150,756 253,369

利益剰余金合計 3,504,513 3,607,126

自己株式 △290 △290

株主資本合計 4,301,223 4,403,836

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △913 15,561

評価・換算差額等合計 △913 15,561

純資産合計 4,300,309 4,419,397

負債純資産合計 6,512,366 6,616,929

－ 11 －

太洋基礎工業㈱(1758) 平成22年1月期決算短信(非連結)



(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

完成工事高 9,735,832 8,606,443

完成工事原価 8,748,169 7,687,203

完成工事総利益 987,663 919,239

販売費及び一般管理費   

役員報酬 77,860 49,840

従業員給料手当 214,544 183,736

賞与引当金繰入額 6,340 6,762

役員賞与引当金繰入額 27,400 23,916

役員退職慰労金 500 250

退職給付費用 3,627 10,298

役員退職慰労引当金繰入額 9,900 9,280

法定福利費 38,736 37,045

福利厚生費 33,316 32,547

修繕維持費 1,057 762

事務用品費 16,156 13,203

通信交通費 45,527 31,139

動力用水光熱費 7,155 6,228

広告宣伝費 2,835 1,657

貸倒引当金繰入額 17,093 34,798

交際費 9,900 6,440

寄付金 40 140

地代家賃 28,646 30,020

減価償却費 17,703 18,423

租税公課 16,049 15,685

研究開発費 64,185 35,454

保険料 2,746 2,742

雑費 66,156 113,978

販売費及び一般管理費合計 ※1  707,479 ※1  664,353

営業利益 280,184 254,886

営業外収益   

受取利息 1,358 1,074

受取配当金 ※4  4,937 ※4  4,468

受取保険料 9,596 6,817

受取賃貸料 ※4  28,861 ※4  14,709

雑収入 ※4  18,512 ※4  13,614

営業外収益合計 63,266 40,684
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

営業外費用   

支払利息 5,675 3,967

設備賃貸費用 16,742 3,510

雑支出 2,352 113

営業外費用合計 24,769 7,592

経常利益 318,681 287,978

特別利益   

固定資産売却益 ※2  1,546 ※2  1,457

受取保険金 28,623 1,500

保険解約返戻金 14,595 －

前期損益修正益 ※5  12,980 －

特別利益合計 57,745 2,957

特別損失   

固定資産除売却損 ※3  1,716 ※3  1,504

投資有価証券売却損 4,462 －

投資有価証券評価損 26,865 －

特別損失合計 33,043 1,504

税引前当期純利益 343,382 289,431

法人税、住民税及び事業税 155,135 145,380

過年度法人税等 8,794 －

法人税等調整額 13,867 △9,776

法人税等合計 177,797 135,603

当期純利益 165,585 153,827
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 456,300 456,300

当期末残高 456,300 456,300

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 340,700 340,700

当期末残高 340,700 340,700

資本剰余金合計   

前期末残高 340,700 340,700

当期末残高 340,700 340,700

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 114,075 114,075

当期末残高 114,075 114,075

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金   

前期末残高 9,682 9,682

当期末残高 9,682 9,682

別途積立金   

前期末残高 3,230,000 3,230,000

当期末残高 3,230,000 3,230,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 36,396 150,756

当期変動額   

剰余金の配当 △51,225 △51,215

当期純利益 165,585 153,827

当期変動額合計 114,360 102,612

当期末残高 150,756 253,369

利益剰余金合計   

前期末残高 3,390,153 3,504,513

当期変動額   

剰余金の配当 △51,225 △51,215

当期純利益 165,585 153,827

当期変動額合計 114,360 102,612

当期末残高 3,504,513 3,607,126

自己株式   

前期末残高 － △290

当期変動額   

自己株式の取得 △290 －

当期変動額合計 △290 －

当期末残高 △290 △290
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 4,187,153 4,301,223

当期変動額   

剰余金の配当 △51,225 △51,215

当期純利益 165,585 153,827

自己株式の取得 △290  

当期変動額合計 114,070 102,612

当期末残高 4,301,223 4,403,836

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 40,897 △913

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △41,810 16,474

当期変動額合計 △41,810 16,474

当期末残高 △913 15,561

評価・換算差額等合計   

前期末残高 40,897 △913

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △41,810 16,474

当期変動額合計 △41,810 16,474

当期末残高 △913 15,561

純資産合計   

前期末残高 4,228,050 4,300,309

当期変動額   

剰余金の配当 △51,225 △51,215

当期純利益 165,585 153,827

自己株式の取得 △290 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △41,810 16,474

当期変動額合計 72,260 119,087

当期末残高 4,300,309 4,419,397
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 343,382 289,431

減価償却費 235,509 226,546

賞与引当金の増減額（△は減少） 65 713

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － △2,011

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14,893 △23,798

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,338 36,418

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,520 △470

受取利息及び受取配当金 △6,296 △5,543

支払利息 5,675 3,967

固定資産売却損益（△は益） △524 △32

固定資産除却損 695 79

受取保険金 △28,623 △1,500

保険解約損益（△は益） △14,595 －

前期損益修正損益（△は益） △12,980 －

投資有価証券売却損益（△は益） 4,462 －

投資有価証券評価損益（△は益） 26,865 －

売上債権の増減額（△は増加） 216,558 △296,191

たな卸資産の増減額（△は増加） 403,323 46,372

破産更生債権等の増減額（△は増加） △12,694 54,069

仕入債務の増減額（△は減少） △316,377 96,293

未成工事受入金の増減額（△は減少） △101,477 △64,776

その他 93,381 △66,893

小計 860,101 292,675

利息及び配当金の受取額 6,296 5,543

利息の支払額 △5,675 △3,967

供託金の預入による支出 － △15,000

保険金の受取額 28,623 1,500

保険返戻金 14,595 －

法人税等の支払額 △122,318 △122,793

法人税等の還付額 71,480 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 853,103 157,956
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年２月１日 
 至 平成21年１月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成22年１月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △462,000 △462,000

定期預金の払戻による収入 462,000 462,000

有形固定資産の取得による支出 △195,140 △55,851

ソフトウエアの取得による支出 △1,075 △476

有形固定資産の売却による収入 18,323 1,809

投資有価証券の取得による支出 △61,909 △13,706

投資有価証券の売却による収入 140 －

会員権の売却による収入 5,550 －

その他 － 60

投資活動によるキャッシュ・フロー △234,111 △68,164

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 50,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △154,506 △158,452

自己株式の取得による支出 △290 －

配当金の支払額 △51,098 △50,867

財務活動によるキャッシュ・フロー △155,895 △109,319

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 463,097 △19,527

現金及び現金同等物の期首残高 1,172,341 1,635,438

現金及び現金同等物の期末残高 1,635,438 1,615,911
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該当事項はありません。 

  

  

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

(6)【重要な会計方針】

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定)

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２ 棚卸資産の評価基準及び

評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

同左

材料貯蔵品

最終仕入原価法による原価法 

 

材料貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(収益性の低下に基づく簿価切下げ

方法)

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定額法、ただし平成10年４月１日

以後取得の建物(建物附属設備は除く)

は定額法、主な耐用年数 建物７～50

年、機械装置２～７年 

(追加情報) 

平成19年３月31日以前に取得したもの

については、償却可能限度額まで償却

が終了した翌年から５年間で均等償却

する方法によっております。 

この結果、従来の方法に比べて完成工

事総利益が16,682千円、営業利益経常

利益及び税引前当期純利益が16,949千

円減少しております。 

 

有形固定資産

同左 

  

 

  

(追加情報) 

当社機械及び装置については、従来耐

用年数を５～15年としておりました

が、当事業年度より６年に変更いたし

ました。 

この変更は法人税法の改正((所得税法

等の一部を改正する法律 平成20年４

月30日法律第23号)及び(所得税法等の

一部を改正する法律附則第119条の２

の規定による経過措置を定める法令 

平成20年４月30日法令第164条))によ

り、耐用年数を見直した結果によるも

のであります。 

 この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、完成工事総利益は

17,779千円減少し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益はそれぞれ

17,999千円減少しております。

無形固定資産

自社利用のソフトウェア 社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定

額法

無形固定資産

同左

長期前払費用

定額法 なお、償却年数につきま

しては、法人税法に規定する方法と同

一基準によっております。

長期前払費用

同左
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前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収の可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左 

  

 

  

 

賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。

賞与引当金

同左

役員賞与引当金

役員に支給する賞与の支払に備え

るため、当事業年度末における支給見

込額を計上しております。

役員賞与引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金

同左

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

５ 完成工事高の計上基準 完成工事高の計上は、工事完成基準

によっております。

同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

───

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における

現金及び現金同等物は、手許現金、随

時引出可能な預金、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から3ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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(7)【重要な会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

─── (棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更)

材料貯蔵品については、従来、最終仕入原価法による原
価法によっておりましたが、当事業年度より「棚卸資産
の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成18
年７月５日)が適用されたことに伴い、最終仕入原価法
による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下
に基づく簿価切り下げの方法)により算定しておりま
す。 
これにより損益に与える影響はありません。

─── (リース取引に関する会計基準)
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従
来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
りましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計
基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会
計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リ
ース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準
適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 
会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))を適用し、
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引
き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を
適用しております。これによる営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益に与える影響はありません。
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(8)【財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年１月31日)

当事業年度 
(平成22年１月31日)

※１ 担保に供している資産

建物 104,569 千円

土地 531,188 〃

計 635,758 千円

※１ 担保に供している資産

建物 97,697 千円

土地 531,188 〃

計 628,886 千円

 

 

上記に対応する債務

一年以内返済予定の長期借入金 122,256 千円

長期借入金 112,297 〃

計 234,553 千円

※２ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

おります。

受取手形 5,859千円

その他流動資産 290 〃

 

 

上記に対応する債務

一年以内返済予定の長期借入金 108,458 千円

長期借入金 84,323 〃

計 192,781 千円

※２ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

おります。

受取手形 8,724千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額

64,185 千円
 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額

35,454千円

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

土地 1,000 千円

車両運搬具 546 〃 
 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置 1,457 千円

※３ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 11千円

機械及び装置 430 〃

車輛運搬具 283 〃

土地 990 〃

 

※３ 固定資産除売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置 1,424 千円

車輛運搬具 79 〃

 

※４ 営業外収益のうち関係会社からのものは以下のと

おりであります。

賃貸料 2,283 千円

受取配当金 900 〃

雑収入 1,714 〃
 

※４ 営業外収益のうち関係会社からのものは以下のと

おりであります。

賃貸料 2,110 千円

受取配当金 540 〃

雑収入 1,724 〃

※５ 前期損益修正益の内容は税務調査による過年度に

費用処理した原価及び資産の修正によるものであ

ります。
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前事業年度(自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

 
  

２ 自己株式に関する事項 

  

 
(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加796株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,098,000 ─ ― 4,098,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) ─ 796 ─ 796

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成20年４月25日 
定時株主総会

普通株式 51,225 12.50 平成20年１月31日 平成20年４月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年４月24日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 51,215 12.50 平成21年１月31日 平成21年４月27日
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当事業年度(自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

   
  

２ 自己株式に関する事項 

  

 
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

 
  

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,098,000 ─ ― 4,098,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 796 ― ― 796

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成21年４月24日 
定時株主総会

普通株式 51,215 12.50 平成21年１月31日 平成21年４月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年４月23日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 51,215 12.50 平成22年１月31日 平成22年４月26日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 1,947,438千円

預入期間３か月超の 
定期預金

△312,000千円

現金及び現金同等物 1,635,438千円
 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金 1,927,911千円

預入期間３か月超の
定期預金

△312,000千円

現金及び現金同等物 1,615,911千円

(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

 

 

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械及び装置

(千円)

取得価額相当額 30,790

減価償却累計額相当額 20,919

期末残高相当額 9,870

(注) 取得価額相当額は未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算定しており
ます。

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,838千円

１年超 5,158千円

 合計 9,996千円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過
リース料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 6,678千円

減価償却費相当額 6,678千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

 

 

１ リース取引開始が平成21年１月31日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械及び装置

(千円)

取得価額相当額 30,790

減価償却累計額相当額 25,632

期末残高相当額 5,158

(注) 取得価額相当額は未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算定しており
ます。

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3,916千円

１年超 1,242千円

合計 5,158千円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過
リース料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 4,838千円

減価償却費相当額 4,838千円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。
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１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) その他有価証券で時価のある株式について減損処理を行っており、減損処理後の帳簿価額を取得原価に記載し

ております。なお当該株式の減損にあたっては、下記の合理的な社内基準をもちまして減損処理を行っており

ます。 

 
  

２ 当事業年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

(有価証券関係)

区分

前事業年度
(平成21年１月31日)

当事業年度 
(平成22年１月31日)

取得原価

貸借対照表日
における 
貸借対照表 
計上額

差額 取得原価

貸借対照表日 
における 
貸借対照表 
計上額

差額

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

 株式 43,344 58,305 14,960 75,964 113,515 37,550

 債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

 その他 ─ ─ ─ 2,126 2,332 205

小計 43,344 58,305 14,960 78,091 115,847 37,756

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

 株式 132,375 117,049 △15,325 113,462 94,800 △18,662

 債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

 その他 6,195 4,731 △1,463 4,069 3,623 △445

小計 138,571 121,781 △16,789 117,531 98,424 △19,107

合計 181,916 180,086 △1,829 195,623 214,271 18,648

時価の下落率が50％以上の場合 減損処理を行う。

時価の下落率が30％以上50％未満の場合
過去一定期間において連続して30％の下落率にあるもの
については、減損処理を行う。

時価の下落率が30％未満の場合 減損処理は行わない。

区分
前事業年度

(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

売却額(千円) 140 ─

売却益の合計額(千円) ─ ─

売却損の合計額(千円) 4,462 ─
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３ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

当社はデリバティブ取引は行っていませんので、該当事項はありません。 

区分

前事業年度
(平成21年１月31日)

当事業年度 
(平成22年１月31日)

貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券

 非上場株式 8,557 8,557

 優先出資証券 50,000 50,000

(2) 子会社及び関連会社株式

 子会社株式 9,000 9,000

(デリバティブ取引関係)
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前事業年度(自 平成20年２月１日 至 平成21年１月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員給付に備えるため、退職一時金制度を採用し、(財)名古屋市中小企業共済会、中小

企業退職金共済に加入しています。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。また、(財)名古屋市中小企業共済会、

中小企業退職金共済による給付見込額を控除しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
簡便法により計算した退職給付債務を用いて、退職給付費用を計上しているため、当期発生費用を

勤務費用として記載しております。 

  

  

当事業年度(自 平成21年２月１日 至 平成22年１月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、従業員給付に備えるため、退職一時金制度を採用し、(財)名古屋市中小企業共済会、中小

企業退職金共済に加入しています。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。また、(財)名古屋市中小企業共済会、

中小企業退職金共済による給付見込額を控除しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
簡便法により計算した退職給付債務を用いて、退職給付費用を計上しているため、当期発生費用を

勤務費用として記載しております。 

  

  

該当事項はありません。 

(退職給付関係)

 退職給付債務 104,361千円

 退職給付引当金 104,361千円

 勤務費用 14,507千円

 退職給付費用 14,507千円

 退職給付債務 140,779千円

 退職給付引当金 140,779千円

 勤務費用 45,795千円

 退職給付費用 45,795千円

(ストック・オプション等関係)
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１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因となった主な項目別の内訳 

 
  

３ 税効果会計に使用する法定実効税率の変更 

当事業年度に名古屋市市民税減税条例が公布されたことに伴い、当事業年度の税効果会計の計算に使用

した法定実効税率は、前事業年度の40.6％から40.1％に変更されております。  

この結果、流動資産の繰延税金資産が359千円減少し、固定資産の繰延税金資産が763千円減少し、当事

業年度に計上された法人税等調整額(貸方)が1,154千円増加しております。 

(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年１月31日)

当事業年度 
(平成22年１月31日)

繰延税金資産

 投資有価証券評価損 21,135 千円 20,917 千円

 会員権評価損・貸倒引当金 41,828 〃 41,398 〃

 退職給付引当金 42,329 〃 56,513 〃

 役員退職慰労引当金 35,615 〃 35,060 〃

 未払事業税 4,801 〃 2,972 〃

 賞与引当金 13,413 〃 13,561 〃

 貸倒引当金 38,254 〃 34,618 〃

 減損損失 153,345 〃 151,768 〃

 その他 11,140 〃 11,054 〃

繰延税金資産小計 361,863 千円 367,867 千円

評価性引当金 △252,971 〃 △250,181 〃

繰延税金資産合計 108,892 千円 117,685 千円

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △6,606 〃 △6,538 〃

 その他有価証券評価差額金 ─ 〃 △3,087 〃

繰延税金負債合計 △6,606 千円 △9,626 千円

繰延税金資産の純額 102,285 千円 108,059 千円

前事業年度
(平成21年１月31日)

当事業年度 
(平成22年１月31日)

法定実効税率 40.6 ％ 40.6 ％

 (調整)

 交際費等永久に損金算入されない項目 4.7 〃 4.5 〃

 受取配当金等永久に益金算入されない項目 △0.3 〃 △0.3 〃

 住民税の均等割等 2.0 〃 2.3 〃

 過年度法人税等 0.5 〃 ─ 〃

 試験研究費特別控除額 △1.3 〃 △0.5 〃

 評価性引当額の増減 5.8 〃 △0.1 〃

 繰延税金資産実効税率変更に伴うもの 
 (評価性引当金を除く)

─ 〃 1.3 〃

 その他 0.2 〃 △0.9 〃

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.8 〃 46.9 〃
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該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

  

 
(注) １株当たりの当期純利益の算定上の基礎 

 
  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

新任監査役候補 

監査役 小出 正夫 (現弁護士) 

(持分法投資損益等)

(関連当事者情報)

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

１株当たり純資産額 1,049.57円 １株当たり純資産額 1,078.64円

１株当たり当期純利益金額 40.41円 １株当たり当期純利益金額 37.54円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ
ん。

項目
前事業年度

(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 165,585 153,827

普通株式に係る当期純利益(千円) 165,585 153,827

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 4,097 4,097

(重要な後発事象)

5. その他

(1) 役員の異動

① 代表取締役の異動

② その他の役員の異動(平成22年４月23日付予定)
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7. 工種別受注高および受注残高の状況 

(1) 受注高 

 
  

(2) 受注残高 

 
  

6. 工種別完成工事高の状況

前事業年度
(自 平成20年２月１日
 至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

対前年同期

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減率
(％)

特殊土木工事 5,531,963 56.8 5,049,400 58.7 △482,563 △8.7

住宅地盤改良工事 4,203,869 43.2 3,557,043 41.3 △646,826 △15.4

合計 9,735,832 100.0 8,606,443 100.0 △1,129,389 △11.6

前事業年度
(自 平成20年２月１日
 至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

対前年同期

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減率
(％)

特殊土木工事 5,127,400 54.9 4,897,382 58.0 △230,018 △4.5

住宅地盤改良工事 4,210,902 45.1 3,549,891 42.0 △661,011 △15.7

合計 9,338,302 100.0 8,447,273 100.0 △891,029 △9.5

前事業年度
(自 平成20年２月１日
 至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

対前年同期

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減率
(％)

特殊土木工事 2,340,649 97.9 2,188,631 98.1 △152,018 △6.5

住宅地盤改良工事 50,036 2.1 42,884 1.9 △7,152 △14.3

合計 2,390,685 100.0 2,231,515 100.0 △159,170 △6.7
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